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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

 

 

「急傾斜地崩壊対策事業における待受擁壁断面表について（H23.3.24）」通知を追加。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

  

15.2 事務連絡等 

（「⿃取県急傾斜地崩壊防⽌⼯事技術指針」（H14.4）第 16 章の再掲） 
 

「砂防関係通知集」（H13.3）第 2 章砂防関係参考資料の「2. 申し合わせ事項（急傾斜事業関

係）」（p.228～236）は、「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章事務連絡等

（p.305～312）に掲載していたが、その後一部改定された事項を含め、今回の改定で第 14 章

までの記述に反映させた。 

ここでは、経過措置としてその資料を再掲した。 

 
 

「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章事務連絡等の改定箇所を記載。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

  
No.1 吹付のり枠中詰工の選定基準 （H3.5.7 付 事務連絡） 
道路工事関係技術便覧 p.51 適用（→「道路工事関係技術便覧（第六版）」第２章のり面工

を参照） 
No.2 吹付のり枠工のコンクリートの配合について （H3.5.7 付 事務連絡） 

枠材 「のり枠工の設計・施工指針」（全国特定法面保護協会）を使用 
枠内 「建設省標準歩掛」を使用 （→「国土交通省土木工事標準積算基準書」を使用） 

No.3 コンクリートの単価について （H3.5.7 付 事務連絡） 

 人力打設とクレーン打設の使い分けについては、歩掛の適用条件によるものとするが、

日打設量等を考慮のうえ、クレーン打設が望ましいものについてはクレーン打設とする。

一現場において、同一擁壁を打設高さにより人力とクレーン打設には区分けしない。 

No.4 資材運搬歩掛について （H3.5.7 付 事務連絡） 

 標準歩掛に掲載しているものについては標準歩掛によるものとするが、その他の運搬

機種等については他部局等の歩掛を参考としてもよい。 
・ 治山設計指針治山技術指針（鳥取県造林課） ・治山必携（林野庁）等 
（モノレール、タワー、ケーブルクレーン） 

No.5 集水ボーリングの土質区分の判断基準 （H3.5.7 付 事務連絡） 

掘進時間の現地確認、スライム等の現地確認および写真確認によるものとする。 

No.6 もたれ擁壁等の掘削切土勾配について （H3.5.7 付 事務連絡） 
Q：労働安全衛生規則「掘削作業等における危険防止」により、掘削面の高さ及び勾配が

決められているが、従来のもたれ擁壁等はこれを満足していない事例がある。 
A：擁壁上部に切土工等を考慮し上記基準を満足する構造物を設置することを原則とする

が、地形上の制限によりこれにより難い場合は、特殊工法等の採用により個別対応と

する。 
No.7 重力式待受擁壁工の設計について （H4.3.2 付 発砂号外） 
・「重力式待受擁壁工の設計例 平成 3 年 6 月 崩壊土砂による衝撃力と崩壊土砂量を考

慮した、待受け擁壁の設計計算例 令和 5 年 3 月 全国地すべり・がけ崩れ対策協議会」

による。 
 

「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章事務連絡等の改定箇所を記載。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

  

No.8 
地すべり対策工事及び急傾斜地崩壊対策工事の 
歩掛（案）等について 

（H12.11.13 付 発砂号外） 

・ 地すべり調査標準歩掛表（案）平成 2 年 3 月 全国地すべりがけ崩れ対策協議会 
・ 地すべり調査標準仕様書（案）平成 2 年 3 月 全国地すべりがけ崩れ対策協議会 
・ 地すべり対策、急傾斜地崩壊対策工事標準歩掛表（案）平成 2 年 3 月 全国地すべり

がけ崩れ対策協議会 

No.9 コンクリート張工の構造について 1/4 （S62 中国ブロック統一） 
コンクリート張工 
1. 計画 
 コンクリート張工の目的は、斜面の風化、侵食および軽微なはく離崩壊等を防止す

ることにある。 
（1） コンクリート張工は、比較的急な岩質斜面における風化によるはく離、崩落を防止

するものである。 
（2） コンクリート張工は、その目的から言っても土圧に抵抗するものでないので設計

においても土圧は考慮されないので留意すること。 
（3） 湧水等のある箇所では、他の工法を検討すること。 
（4） コンクリート張工の上部への残斜面対策として待受擁壁を併設することが多い。 
（5） ここでの張工とは、1：0.8 より急な法面勾配で適用される擁壁タイプをさし、張

コン法面工は適用外である。 
 

 
 
 
 

「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章事務連絡等の改定箇所を記載。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

  
No.10 急傾斜地崩壊対策事業 認可図面の作成ポイント  

 
1．起終点のチェック 
・ 保全対象人家より山側に 30°広がる位置まで構造物が計画されているか。 
・ 指定地範囲内で計画構造物が収まっているか。 
 
2．施工順位の優先度 
 ①進入路による順位 ②効果による順位 ③上下関係による順位 
 
3．構造物のラップ 

 
4．平面図 
・ 保全人家の戸数が数えられているか（継続指定して行う場合には、2 枚以上になって

も可）。 
・ 公共関連であれば、対象物の名称を記入（例：一級町道○○等）。 
 
5．横断図 
・ 横断の方向は等高線に直角か。 
・ 補助（30°、10m）、単県（30°、5m）が記入されているか。 
・ 公共関連であれば、その関連となる公共施設が記入されているか。 
・ 長大斜面であれば 30m 以上まで記入されているか。 
 

 

「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章事務連絡等の改定箇所を記載。 
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鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針 新旧対照表 

現           行 改     定     後 

  

No.13 
法枠工下部の標準的な構造について（中詰めが植生工等の場合） （H24.9.5
一部改定） 

1．斜面上部が 0°～20°の場合 
・防護柵の防護対象が中詰めのみの場合には、原則として防護柵は設置しない。ただし、

環境条件・地質条件等から枠内等からの崩壊を特に考慮する必要がある場合等はこの

限りではない。また、斜面上部に転石が存在し、落石が危惧される場合には落石対策

便覧によって適切に設計を行うこと。 

 
2．斜面上部が 20°～30°の場合 
・ 上部が 20°～30°の場合は斜面として考えポケットを 1m 確保し、また防護柵は最

低を H＝1.50m と考え、落石対策便覧によって適切に設計を行うこと。 
・ 埋戻しは原則として良質土とする。 
・ 法枠と基礎の間は吹付時の作業性（ノズルの角度）、維持管理（崩落土の排土）、点検、

排水等を考慮して決定すること。 
・ ポケットの底幅、厚さについては現場の状況において決定すること。 

 

「鳥取県急傾斜地崩壊防止工事技術指針」（H14.4）第 16 章事務連絡等の改定箇所を記載。 


